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  令和６年特別区人事委員会勧告について 

 

１ 月例給の改定 

 （１）公民較差 

（２）改定の内容 

     民間給与との較差１１，０２９円（２．８９％）を解消するため、初任給、若年層

に重点を置きつつ、全ての級及び号給について給料月額を引き上げる。 

（３）実施時期 

      令和６年４月 1日に遡及して実施する。 

     ただし、会計年度任用職員のうち、採用された日の属する年度の１２月１日までにおいて 

     以下のいずれかに該当する者の給料・報酬額については、１２月１日に改定する。 

      ア  任期が３か月以内の者 

      イ  週あたりの所定勤務時間が１５時間３０分未満、かつ、所定勤務日数が２日以下の 

         者 

 

２ 特別給（期末手当・勤勉手当）の改定 

（１）公民較差 

 

（２）改定の内容 

民間における特別給の支給状況を勘案し、年間の支給月数を０.２月引き上げる。支給

月数引上げ分については、一般職員、管理職員ともに、期末手当及び勤勉手当に均等

に配分する。（現行４．６５月→４．８５月） 

 

≪再任用職員以外の一般職員≫             （単位：月） 

 ６月 １２月 計 

令 和 ６ 年 度  

期 末 1.20 1.30 2.50 

勤 勉 1.125 1.225 2.35 

計 2.325 2.525 4.85 

令 和 ７ 年 度  

期 末 1.25 1.25 2.50 

勤 勉 1.175 1.175 2.35 

計 2.425 2.425 4.85 

令 和 ６ 年 １ ２ 月 ３ 日 

企 画 総 務 委 員 会 資 料 

総 務 部 人 事 課 

公民比較の結果 

（令和６年４月） 

民間従業員平均給与 職員平均給与 差 

３９３，１９２円 ３８２，１６３円 
１１，０２９円 

（２．８９％） 

公民比較の結果 

（令和５年８月 

～令和６年７月） 

民間従業員 

年間支給月数 

職員 

年間支給月数 
差 

４．８７月 ４．６５月 ０．２２月 
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≪再任用職員以外の管理職員≫             （単位：月） 

 ６月 １２月 計 

令 和 ６ 年 度  

期 末 1.025 1.125 2.15 

勤 勉 1.30 1.40 2.70 

計 2.325 2.525 4.85 

令 和 ７ 年 度  

期 末 1.075 1.075 2.15 

勤 勉 1.35 1.35 2.70 

計 2.425 2.425 4.85 

 

≪会計年度任用職員≫                   （単位：月）      

 ６月 １２月 計 

令 和 ６ 年 度  

期 末 1.20 1.30 2.50 

勤 勉 1.125 1.225 2.35 

計 2.325 2.525 4.85 

令 和 ７ 年 度  

期 末 1.25 1.25 2.50 

勤 勉 1.175 1.175 2.35 

計 2.425 2.425 4.85 

     

   （３） 実施時期 

      令和６年１２月１日から実施する。 

       

３  扶養手当の見直し 

（１）改定の内容 

      国における扶養手当の見直しを踏まえ、民間企業における家族手当の支給状況の変

化、職員の扶養手当支給実態等を勘案し、配偶者又はパートナーシップ関係の相手方

（以下「配偶者等」という。）に係る手当を廃止し、子に係る手当額を引上げる。受給

者への影響を可能な限り少なくする観点から、改正は段階的に実施する。    

   

（２） 実施時期 

     令和７年４月１日から実施する。 

  

    

 

扶養親族 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

配偶者等 6,000 円 4,000円 2,000円 廃止 

子 9,000 円 9,500円 10,000円 10,500 円 

父 母 等 6,000 円 6,000円 6,000円 6,000 円 
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４ 改正する条例 

東京都台東区職員の給与に関する条例 

東京都台東区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 

 

５ 補正予算額（案） 

５８，０００千円 
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第９９号議案 東京都台東区職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表  

 

第１条の規定による改正 

改  正  案 現     行 

（初任給調整手当） 

第９条の３ （略） 

 (１) 医療職給料表（一）の適用を受ける職

員のうち、採用による欠員の補充が困難

であると認められる職で人事委員会が定

めるもの 月額 ２７５,７００円 

 (２)及び(３) （略） 

２及び３ （略） 

 

（期末手当） 

第２１条 （略） 

２ 期末手当の額は、職員の給与月額に１０

０分の１３０を乗じて得た額に、区規則で

定める支給割合を乗じて得た額とする。た

だし、第９条の２第１項の規定に基づき指

定する職員の期末手当の額は、職員の給与

月額に１００分の１１２.５を乗じて得た

額に、区規則で定める支給割合を乗じて得

た額とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「１００

分の１３０」とあるのは「１００分の７２.

５」と、「１００分の１１２.５」とあるのは

「１００分の６３.７５」とする。 

４及び５ （略） 

 

（勤勉手当） 

第２１条の４ （略） 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額

に、勤務成績に応じて区規則で定める支給

割合を乗じて得た額とする。この場合にお

いて、任命権者が支給する勤勉手当の額の

総額は、前項の職員の給与月額に１００分

の１２２.５（第９条の２第１項の規定に基

づき指定する職員にあつては１００分の１

４０）を乗じて得た額の総額を超えてはな

らない。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「１００

分の１２２.５」とあるのは「１００分の６

０」と、「１００分の１４０」とあるのは「１

００分の６８.７５」とする。 

４～６ （略） 

 

別表第１（別添のとおり） 

別表第２（別添のとおり） 

別表第３（別添のとおり） 

（初任給調整手当） 

第９条の３ （略） 

 (１) 医療職給料表（一）の適用を受ける職

員のうち、採用による欠員の補充が困難

であると認められる職で人事委員会が定

めるもの 月額 ２６８,５００円 

 (２)及び(３) （略） 

２及び３ （略） 

 

（期末手当） 

第２１条 （略） 

２ 期末手当の額は、職員の給与月額に１０

０分の１２０を乗じて得た額に、区規則で

定める支給割合を乗じて得た額とする。た

だし、第９条の２第１項の規定に基づき指

定する職員の期末手当の額は、職員の給与

月額に１００分の１０２.５を乗じて得た

額に、区規則で定める支給割合を乗じて得

た額とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「１００

分の１２０」とあるのは「１００分の６７.

５」と、「１００分の１０２.５」とあるのは

「１００分の５８.７５」とする。 

４及び５ （略） 

 

（勤勉手当） 

第２１条の４ （略） 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額

に、勤務成績に応じて区規則で定める支給

割合を乗じて得た額とする。この場合にお

いて、任命権者が支給する勤勉手当の額の

総額は、前項の職員の給与月額に１００分

の１１２.５（第９条の２第１項の規定に基

づき指定する職員にあつては１００分の１

３０）を乗じて得た額の総額を超えてはな

らない。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「１００

分の１１２.５」とあるのは「１００分の５

５」と、「１００分の１３０」とあるのは「１

００分の６３.７５」とする。 

４～６ （略） 

 

別表第１（別添のとおり） 

別表第２（別添のとおり） 

別表第３（別添のとおり） 
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別表第４（別添のとおり） 

別表第５（別添のとおり） 

 

別表第４（別添のとおり） 

別表第５（別添のとおり） 

 

 

 

第２条の規定による改正 

改  正  後 改  正  前 

（初任給調整手当） 

第９条の３ （略） 

 (１) 医療職給料表（一）の適用を受ける職

員のうち、採用による欠員の補充が困難

であると認められる職で人事委員会が定

めるもの 月額 ３１５,２００円 

 (２)及び(３) （略）  

２及び３ （略） 

 

（扶養手当） 

第１０条 （略） 

２ （略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (１)～(５) （略） 

３ （略） 

 (１) 前項第１号に該当する扶養親族（以

下「扶養親族たる子」という。） １０,５

００円 

 (２) 前項第２号から第５号までに該当す

る扶養親族 ６,０００円 

４ （略） 

 

第１１条 （略） 

 (１) （略） 

 (２) 扶養親族たる要件を欠くに至つた者

がある場合（扶養親族たる子又は前条第

２項第２号若しくは第４号に該当する扶

養親族が、満２２歳に達した日以後の最

初の３月３１日の経過により、扶養親族

たる要件を欠くに至つた場合を除く。） 

２～４ （略） 

 

 

 

（初任給調整手当） 

第９条の３ （略） 

 (１) 医療職給料表（一）の適用を受ける職

員のうち、採用による欠員の補充が困難

であると認められる職で人事委員会が定

めるもの 月額 ２７５,７００円 

 (２)及び(３) （略）  

２及び３ （略） 

 

（扶養手当） 

第１０条 （略） 

２ （略） 

 (１) 配偶者（届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。以下

同じ。）又はパートナーシップ関係（双方

又はいずれか一方が性的マイノリティで

あり、互いを人生のパートナーとして、相

互の人権を尊重し、日常の生活において

継続的に協力し合うことを約した二者間

の関係その他の婚姻関係に相当すると任

命権者が認める二者間の関係をいう。）の

相手方（以下「パートナーシップ関係の相

手方」という。） 

 (２)～(６) （略） 

３ （略） 

 (１) 前項第１号及び第３号から第６号ま

でに該当する扶養親族 ６,０００円 

 (２) 前項第２号に該当する扶養親族（以

下「扶養親族たる子」という。） ９,００

０円 

４ （略） 

 

第１１条 （略） 

 (１) （略） 

 (２) 扶養親族たる要件を欠くに至つた者

がある場合（扶養親族たる子又は前条第

２項第３号若しくは第５号に該当する扶

養親族が、満２２歳に達した日以後の最

初の３月３１日の経過により、扶養親族

たる要件を欠くに至つた場合を除く。） 

２～４ （略） 

 

 

 



6 

 

（住居手当） 

第１１条の３ （略） 

 (１) （略） 

 (２) 第１２条の２第１項又は第３項の規

定により単身赴任手当を支給される職員

で、配偶者（届出をしないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある者を含む。以下同

じ。）又はパートナーシップ関係（双方又

はいずれか一方が性的マイノリティであ

り、互いを人生のパートナーとして、相互

の人権を尊重し、日常の生活において継

続的に協力し合うことを約した二者間の

関係その他の婚姻関係に相当すると任命

権者が認める二者間の関係をいう。）の相

手方（以下「パートナーシップ関係の相手

方」という。）（配偶者及びパートナーシッ

プ関係の相手方のいずれもない職員にあ

つては、満１８歳に達する日以後の最初

の３月３１日までの間にある子）が現に

居住する住宅（公舎等で区規則で定める

ものを除く。）に同居するときに世帯主と

なるもののうち、当該住宅を借り受け、月

額２万７,０００円以上の家賃を支払つ

ているもの 

２及び３ （略） 

 

（期末手当） 

第２１条 （略） 

２ 期末手当の額は、職員の給与月額に１０

０分の１２５を乗じて得た額に、区規則で

定める支給割合を乗じて得た額とする。た

だし、第９条の２第１項の規定に基づき指

定する職員の期末手当の額は、職員の給与

月額に１００分の１０７.５を乗じて得た

額に、区規則で定める支給割合を乗じて得

た額とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「１００

分の１２５」とあるのは「１００分の７０」

と、「１００分の１０７.５」とあるのは「１

００分の６１.２５」とする。 

４及び５ （略） 

 

（勤勉手当） 

第２１条の４ （略） 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額

に、勤務成績に応じて区規則で定める支給

割合を乗じて得た額とする。この場合にお

いて、任命権者が支給する勤勉手当の額の

総額は、前項の職員の給与月額に１００分

の１１７.５（第９条の２第１項の規定に基

づき指定する職員にあつては１００分の１

（住居手当） 

第１１条の３ （略） 

 (１) （略） 

 (２) 第１２条の２第１項又は第３項の規

定により単身赴任手当を支給される職員

で、配偶者又はパートナーシップ関係の

相手方（配偶者及びパートナーシップ関

係の相手方のいずれもない職員にあつて

は、満１８歳に達する日以後の最初の３

月３１日までの間にある子）が現に居住

する住宅（公舎等で区規則で定めるもの

を除く。）に同居するときに世帯主となる

もののうち、当該住宅を借り受け、月額２

万７,０００円以上の家賃を支払つてい

るもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２及び３ （略） 

 

（期末手当） 

第２１条 （略） 

２ 期末手当の額は、職員の給与月額に１０

０分の１３０を乗じて得た額に、区規則で

定める支給割合を乗じて得た額とする。た

だし、第９条の２第１項の規定に基づき指

定する職員の期末手当の額は、職員の給与

月額に１００分の１１２.５を乗じて得た

額に、区規則で定める支給割合を乗じて得

た額とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「１００

分の１３０」とあるのは「１００分の７２.

５」と、「１００分の１１２.５」とあるのは

「１００分の６３.７５」とする。 

４及び５ （略） 

 

（勤勉手当） 

第２１条の４ （略） 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額

に、勤務成績に応じて区規則で定める支給

割合を乗じて得た額とする。この場合にお

いて、任命権者が支給する勤勉手当の額の

総額は、前項の職員の給与月額に１００分

の１２２.５（第９条の２第１項の規定に基

づき指定する職員にあつては１００分の１
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３５）を乗じて得た額の総額を超えてはな

らない。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「１００

分の１１７.５」とあるのは「１００分の５

７.５」と、「１００分の１３５」とあるのは

「１００分の６６.２５」とする。 

４～６ （略） 

 

４０）を乗じて得た額の総額を超えてはな

らない。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「１００

分の１２２.５」とあるのは「１００分の６

０」と、「１００分の１４０」とあるのは「１

００分の６８.７５」とする。 

４～６ （略） 

 

付 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定（第２１条第２項及び同項ただし書並びに同条第３項並びに第２１条の４第２項及び

第３項の改正規定を除く。）による改正後の東京都台東区職員の給与に関する条例（以下「第１条によ

る改正後の条例」という。）の規定は、令和６年４月１日から適用する。 

３ 第１条の規定（第２１条第２項及び同項ただし書並びに同条第３項並びに第２１条の４第２項及び

第３項の改正規定に限る。）による改正後の東京都台東区職員の給与に関する条例の規定は、令和６

年１２月１日から適用する。 

（令和６年４月１日から施行日の前日までの間における異動者の号給） 

４ 令和６年４月１日から第１条の規定の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までの間において、

同条の規定による改正前の東京都台東区職員の給与に関する条例（以下「改正前の条例」という。）の

規定により、新たに給料表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受ける

号給に異動のあった職員のうち、特別区人事委員会（以下「人事委員会」という。）の定める職員の第

１条による改正後の条例の規定による当該適用又は異動の日における号給は、人事委員会が定める。  

（施行日から令和７年３月３１日までの間における異動者の号給の調整） 

５ 施行日から令和７年３月３１日までの間において、第１条による改正後の条例の規定により、新た

に給料表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受ける号給に異動のあ

った職員の当該適用又は異動の日における号給については、当該適用又は異動について、まず改正前

の条例の規定が適用され、次いで当該適用又は異動の日から第１条による改正後の条例の規定が適用

されるものとした場合との均衡上必要と認められる限度において、人事委員会の定めるところにより、

必要な調整を行うことができる。 

（給与の内払） 

６ 第１条による改正後の条例の規定を適用する場合においては、改正前の条例の規定に基づいて支給

された給与は、第１条による改正後の条例の規定による給与の内払とみなす。 

（扶養手当に関する特例措置） 

７ 令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの間における第２条の規定による改正後の東京都

台東区職員の給与に関する条例（以下「第２条による改正後の条例」という。）第１０条第３項の規定

の適用については、同項第１号中「１０,５００円」とあるのは、「９,５００円」とする。 

８ 令和８年４月１日から令和９年３月３１日までの間における第２条による改正後の条例第１０条

第３項の規定の適用については、同項第１号中「１０,５００円」とあるのは、「１０,０００円」とす

る。 

９ 令和７年４月１日から令和９年３月３１日までの間において、第２条の規定による改正前の東京都

台東区職員の給与に関する条例第１０条第２項第１号に規定する配偶者又はパートナーシップ関係

の相手方を扶養する職員については、第２条による改正後の条例第１０条第２項及び第３項の規定に

かかわらず、当該職員に対し、次の各号に掲げる年度に限り、当該各号に定める月額の扶養手当を支

給するものとする。 

 (１) 令和７年度 ４,０００円  
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 (２) 令和８年度 ２,０００円 

（委 任） 

１０ 付則第４項から第６項までに定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員 

 会が定める。 
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第１００号議案 東京都台東区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

新旧対照表 

第１条の規定による改正 

改  正  案 現     行 

（フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第１６条 （略） 

２ 期末手当の額は、第４条の規定により決

定された給料の月額を基礎として区規則で

定める額に１００分の１３０を乗じて得た

額に、区規則で定める支給割合を乗じて得

た額とする。 

３及び４ （略） 

 

（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第１６条の２ （略） 

２ 勤勉手当の額は、第４条の規定により決

定された給料の月額を基礎として区規則で

定める額に、１００分の１２２.５を乗じて

得た額に、勤務成績に応じて区規則で定め

る支給割合を乗じて得た額とする。 

３及び４ （略） 

 

（パートタイム会計年度任用職員の期末手

当） 

第３０条 （略） 

２ 期末手当の額は、第１８条及び第１９条

の規定により決定された報酬の額を基礎と

して区規則で定める額に１００分の１３０

を乗じて得た額に、区規則で定める支給割

合を乗じて得た額とする。 

３及び４ （略） 

 

（パートタイム会計年度任用職員の勤勉手

当） 

第３０条の２ （略） 

２ 勤勉手当の額は、第１８条及び第１９条

の規定により決定された報酬の額を基礎と

して区規則で定める額に、１００分の１２

２.５を乗じて得た額に、勤務成績に応じて

区規則で定める支給割合を乗じて得た額と

する。 

３及び４ （略） 

 

（フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第１６条 （略） 

２ 期末手当の額は、第４条の規定により決

定された給料の月額を基礎として区規則で

定める額に１００分の１２０を乗じて得た

額に、区規則で定める支給割合を乗じて得

た額とする。 

３及び４ （略） 

 

（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第１６条の２ （略） 

２ 勤勉手当の額は、第４条の規定により決

定された給料の月額を基礎として区規則で

定める額に、１００分の１１２.５を乗じて

得た額に、勤務成績に応じて区規則で定め

る支給割合を乗じて得た額とする。 

３及び４ （略） 

 

（パートタイム会計年度任用職員の期末手

当） 

第３０条 （略） 

２ 期末手当の額は、第１８条及び第１９条

の規定により決定された報酬の額を基礎と

して区規則で定める額に１００分の１２０

を乗じて得た額に、区規則で定める支給割

合を乗じて得た額とする。 

３及び４ （略） 

 

（パートタイム会計年度任用職員の勤勉手

当） 

第３０条の２ （略） 

２ 勤勉手当の額は、第１８条及び第１９条

の規定により決定された報酬の額を基礎と

して区規則で定める額に、１００分の１１

２.５を乗じて得た額に、勤務成績に応じて

区規則で定める支給割合を乗じて得た額と

する。 

３及び４ （略） 

 

 
 
第２条の規定による改正 

改  正  後 改  正  前 

（フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第１６条 （略） 

２ 期末手当の額は、第４条の規定により決

定された給料の月額を基礎として区規則で

（フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第１６条 （略） 

２ 期末手当の額は、第４条の規定により決

定された給料の月額を基礎として区規則で
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定める額に１００分の１２５を乗じて得た

額に、区規則で定める支給割合を乗じて得

た額とする。 

３及び４ （略） 

 

（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第１６条の２ （略） 

２ 勤勉手当の額は、第４条の規定により決

定された給料の月額を基礎として区規則で

定める額に、１００分の１１７.５を乗じて

得た額に、勤務成績に応じて区規則で定め

る支給割合を乗じて得た額とする。 

３及び４ （略） 

 

（パートタイム会計年度任用職員の期末手

当） 

第３０条 （略） 

２ 期末手当の額は、第１８条及び第１９条

の規定により決定された報酬の額を基礎と

して区規則で定める額に１００分の１２５

を乗じて得た額に、区規則で定める支給割

合を乗じて得た額とする。 

３及び４ （略） 

 

（パートタイム会計年度任用職員の勤勉手

当） 

第３０条の２ （略） 

２ 勤勉手当の額は、第１８条及び第１９条

の規定により決定された報酬の額を基礎と

して区規則で定める額に、１００分の１１

７.５を乗じて得た額に、勤務成績に応じて

区規則で定める支給割合を乗じて得た額と

する。 

３及び４ （略） 

 

 

定める額に１００分の１３０を乗じて得た

額に、区規則で定める支給割合を乗じて得

た額とする。 

３及び４ （略） 

 

（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第１６条の２ （略） 

２ 勤勉手当の額は、第４条の規定により決

定された給料の月額を基礎として区規則で

定める額に、１００分の１２２.５を乗じて

得た額に、勤務成績に応じて区規則で定め

る支給割合を乗じて得た額とする。 

３及び４ （略） 

 

（パートタイム会計年度任用職員の期末手

当） 

第３０条 （略） 

２ 期末手当の額は、第１８条及び第１９条

の規定により決定された報酬の額を基礎と

して区規則で定める額に１００分の１３０

を乗じて得た額に、区規則で定める支給割

合を乗じて得た額とする。 

３及び４ （略） 

 

（パートタイム会計年度任用職員の勤勉手

当） 

第３０条の２ （略） 

２ 勤勉手当の額は、第１８条及び第１９条

の規定により決定された報酬の額を基礎と

して区規則で定める額に、１００分の１２

２.５を乗じて得た額に、勤務成績に応じて

区規則で定める支給割合を乗じて得た額と

する。 

３及び４ （略） 

 

付 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和７年４月１日から施行する。 

 ２ 第１条の規定による改正後の東京都台東区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

の規定は、令和６年１２月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


